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「見える化」 
システムの 
機能 

現状 
分析 

施策 
検討 

将来 
推計 

実行 
管理 取組事例の共有・施策検討支援 

 現状分析から抽出された課題、地

域特性等の条件を設定して柔軟に

先進的取組事例、ベストプラクティ

ス事例等を検索・閲覧可能な機能 

介護・医療関連計画の実行 

管理支援 
 介護・医療関連計画における将

来推計結果、定量目標値等（計

画値）の登録機能 

 計画値と実績値の乖離状況の

管理、地域間比較等の分析機

能 

介護・医療の現状分析・課題抽出支援 
 公的統計及びレセプト情報等から現状分

析・課題抽出に有効な指標群を随時自動

的に算出・提供する機能 

 提供される指標群の解釈・課題抽出のポ

イント等の助言機能 

 日常よく活用する指標群等を保存しておく

機能 

 介護サービス事業所、医療機関等の地域

資源の位置情報・基本情報の提供機能 

 提供される情報をGIS・グラフ等によって直

感的に分析可能な機能 

介護サービス見込み量等の 

将来推計支援 
 介護サービス見込み量、介護保険料等

の将来推計機能 

 将来推計の考え方、適切に推計するた

めの留意点等の助言機能 

 国・都道府県による市町村別将来推計結

果の集計・分析機能 
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地域包括ケア「見える化」システムの概要 

○ 地域包括ケア「見える化」システムは、都道府県・市町村における計画策定・実行を支えるために「

介護・医療の現状分析・課題抽出支援」「課題解決のための取組事例の共有・施策検討支援」「介護

サービス見込み量等の将来推計支援」「介護・医療関連計画の実行管理支援」の機能を提供する。 



地域間の比較をするグラフから、同一保険者の時系
列推移を確認するグラフに切り替えが可能。 

○現状分析画面では、介護保険
事業関連のデータ等を分かりや
すくグラフ化し、地域間比較や時
系列比較が可能な状態で情報提
供する。 
        
            ：本エリアで指標を選択す
ると、グラフが中央に表示される。 
 

    ：本メニューボタンから、グ
ラフのカラー／白黒表示の切替
えや、グラフ画像のダウンロード 
が可能。 
 

    ：グラフ上に表示したい地
域名が表示される。 
 

    ：比較したい地域を、地名
による検索や条件から選択可能。 
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現状分析機能（概要） 
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○画面を地図に切り替えることに
より、選択した指標の値による地
図の塗り分けが可能。また、選択
済み地域の基本情報もポップ
アップ内に記載。 
        
            ：地図上では指標値の高

低により、表示されている地域が
オレンジ色の濃淡で４段階に色
分けされる。凡例には、各段階の
指標値の該当範囲を表示。 
 

    ：人口、面積、認定率等全
７項目の基本情報について表示。
マウスの操作で任意の場所に動
かせる。 
 

    ：道路情報や地名部分を
薄くした白地図仕様の地図に切
り替えが可能。 
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現状分析機能（地図表示） 
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○地図上に介護サービス施設・
事業所がアイコンで表示される。
背景のオレンジ色でリスク情報
（高齢化率等）を表示したうえで、
地域資源を重ねあわせて閲覧す
ることが可能。 
        
            ：「日常生活圏域」の設定

が可能となっているため、設定後
は日常生活圏域単位で一部の指
標値が表示される。 
 

    ：「地域資源分析」のタブか
ら表示したい介護保険サービス
を選択可能。 
 

    ：アイコンにより位置情報
を表示。 
 

    ：アイコンをクリックすると
当該施設・事業所の定員や利用
者数（要介護度別）等、最新情報
を表示。 
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現状分析機能（地域資源分析） 
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現状分析機能により把握・分析が可能となる事項 

人口構成の違いを
除外した要介護度
別の認定率 

人口構成の違いを
除外したサービス
別の１人当たり給付

費 
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要介護認定率の 

特徴 

施設サービスと 

在宅サービスの 

バランス 

在宅サービスの 

種類別のバランス 

地域間比較 



○ 例えば、大阪市は他の地域と比較して、特に要支援１～要介護２の軽中度者の認定率・受給率が 

 高いことが見て取れる。 

○ 大阪市の認定率は、全国平均と比較して約5%、県平均と比較して約3%高い。 
○ 要介護２以下の軽中度者の認定率の差が他保険者と比べ大きい。 

○ 在宅サービス受給者数を第１号被保険者数で割った受給率について、大阪  
 市の場合、直近の数字は全国平均より約4%、大阪府の平均より約2%高い水 
 準となっている。 
○ 特に要支援１～要介護２の軽中度者の受給率が高い。 

現状分析機能を用いた地域分析について（認定率・受給率） 
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現状分析機能を用いた地域分析について（調整済み認定率） 
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現状分析機能を用いた地域分析（施設等と在宅のバランス） 



Step4 Step3 Step2 

地域診断支援情報
送信ソフトのアカウン
ト取得 

調査設計情報の登
録 
（「見える化」システム上
で可能） 

Step1 

設定する圏域が、介
護予防・日常生活圏
域ニーズ調査の調査
設計と一致しているこ
とを確認する 

出来る限り調査結果
登録の1月以上前に
行う（圏域IDチェックが
できないため） 

日常生活圏域の登
録 
（「見える化」システム上
で可能） 

介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査の結
果の送付 

介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査の調
査設計に用いた層ご
とに、母集団数や標本
数等を入力 

回収数（登録するデー
タ数）が確定してから
入力を行う 

調査実施 

今年度末を目処に、
別途都道府県経由で
市区町村に配布され
る地域診断支援情報
送信ソフトのアカウン
トを取得する 

ソフトの利用ができる
よう、マニュアルに記
載された作業を行う 

「見える化」システム
のポータル画面（トッ
プページ）から、地域
診断支援情報送信ソ
フトのリンクを経由して、
調査結果のCSVファイ
ルを送付する 
（※CSVファイルは、入力
仕様書に基いて作成） 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果の登録について 

○  地域包括ケア「見える化」システムに介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果を登録することで、

調査結果の地域間比較がより容易に可能となる。 

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果を登録するための主要プロセスは、以下のとおり。 
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※利用マニュアル
は、「見える化」シス
テム上部にあるメー
ルマークのアイコン
をクリックすると表
示されるポップアッ
プ画面から、取得が
できます。 

○  日常生活圏域の登録は、自治体職員用のアカウントのうち、「見える化『主担当』」の権限の付与

されたアカウントでログインをしないと実行できないため、アカウント作成については、市区町村内

の「アカウント管理者」に「見える化『主担当』」の権限付与を依頼してください。 

○  権限付与については、利用マニュアル【システム管理編】２章のＫ２－４ページ以降を参照。 

Step1：日常生活圏域の登録 
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一つの日常生活圏域を構成する
小地域(町丁字)をクリックして選択
していきます。 
選択された小地域は、青い枠線に
変わります。 

地図上の小地域をクリックすると、
「圏域登録対象の住所一覧」に選
択した小地域の住所名が追加され
ます(上段の「住所一覧」から住所
名が移動しています)。 

○ 日常生活圏域は、「見える化」システムのトップページの「初期設定」から登録可能。 

○ 地図上の小地域または地域名を指定し、圏域登録を行う。 

   （※詳細は【システム管理編】 ２章のＫ２－２１ページ以降を参照。） 

Step1：日常生活圏域の登録 
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１．調査対象とした
母集団をチェックし、
「設定」ボタンを押
します。 ２．新規登

録ボタンを
押します 

 

 

 

 

 
３．調査対象母集団の各
層について、調査区分や
調査基本情報を入力しま
す。 

Step2：調査設計情報の登録 

○  調査設計情報は、「見える化」システムのトップページの「初期設定」から登録可能。 

○  本登録は、自治体職員用の全てのアカウントから実施可能。 

○  調査対象とした母集団を設定後、それぞれについて「調査区分」「標本抽出区分」「高齢者数（母

集団）」「標本数」を入力。 
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○  地域診断支援情報送信ソフトは、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果を「見える化」システム

に登録するためのデータ送付ツール。（メールの添付ファイル等では受領不可） 

○  ソフトを利用するためには、専用のアカウント情報が必要なため、平成２８年度末を目処に都道府

県経由で市区町村へ配布予定。 

Step3：地域診断支援情報送信ソフトのアカウント取得 
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Step4：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果の送付 

○ 「見える化」システムのトップページの、「データ登録・出力」のボタンから「ニーズ調査データの

登録」をクリックすると、地域診断支援情報送信ソフトのログインページへリンクされる。 

○  アカウント情報を入力し、ログインを行う。 
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16 

※CSVの入力仕様書に反するデータが含まれている場合は、エラーが
あることが画面上に表示されます。 

Step4：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果の送付 

○ ログイン後、正しい形式のＣＳＶデータを送信すると完了画面が表示される。 
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○  ９月２０日現在の各市区町村における日常生活圏域の登録状況（都道府県別）は以下のとおり。 

○  本システムを効果的に活用する上では、日常生活圏域の登録が必要となるため、順次登録をお願い

したい。 

地域包括「見える化」システムにおける日常生活圏域の登録状況 
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今後のスケジュール（３．０次リリースで実装する主な機能） 

No 業務 概要 機能詳細 

1 将来推計機能（暫定版） 
主に都道府県ユーザの機能を追加し
た将来推計機能（暫定版）を実装す
る。 

・都道府県ユーザ機能（推計結果の確認、グラ
フ閲覧等） 
・施策反映対象の追加（利用回数・日数） 
・計算過程確認用Excelシートの作成  等 

2 
介護予防・日常生活圏
域ニーズ調査データ
アップロード機能 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
結果を登録するためのツールである
「地域診断支援情報送信ソフト」を呼
び出すメニューを実装する。 

・「地域診断支援情報送信ソフト」にログインし、
調査結果csvデータを送信 

3 現状分析指標の追加 
現状分析機能において表示する指標
を追加する。 

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査関連指標 
・居宅サービス給付単位数分布（要介護度別） 

※開発の過程で、リリース時期や内容が変更になる可能性がある。 

○  年度末に予定している３．０次リリースでは、主に以下の機能を実装（拡充）する予定。 

○  平成２８年７月にリリースした将来推計機能（試行版推計ツール）の各自治体からの意見集約及び

伝達講習会実施状況のフォローアップは１０月下旬を目安に実施する予定。 
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○  平成２８年４～８月までの各アカウント（市区町村ごとに配布）のログイン状況（１回以上ログイ

ンしたアカウントの割合を都道府県別に算出）はグラフのとおりであり、平成２８年８月末時点で、

ログイン実績のないアカウントが７３８ユーザ（全体の４２．４％）ある状況。 

○  本システムは、計画策定における有益なツールであるため、積極的な利用を図られたい。 

地域包括ケア「見える化」システムの利用促進 
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